
所得に対する税
（所得課税）
所得税、法人税、
住民税など

相続税、贈与税、
登録免許税など

消費税、酒税、たばこ税、
揮発油税など

消費に対する税 資産等に対する税
（消費課税） （資産課税等）

さまざまな「税」1

「税」の現状を知ろう２.
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国の税収（一般会計分）の推移
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消費税率の引き上げもあって税収は増加し、令和7年度には84.2兆
円と
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特徴税収

所得税

法人税

消費税

相続税

税制の変遷と各税目の特徴3
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・ 担税力に応じて、累進的に負担を求めることが可能
・ 勤労世代（現役世代）が主として負担
・ 各種控除などにより、個々人の担税力に対してきめ細かい配慮が可能

※ 資産性所得（利子、配当、株式や土地の譲渡益等）への課税については、
・主に（累進課税ではなく）比例税率の分離課税を適用
・勤労世代に限らず資産性所得を得ている者が負担

・その国での企業の活動に応じて負担を求めることが可能
・ 企業の国際競争力などの観点も必要
・ 税収が景気の動向に比較的左右されやすい

・ 資産の再分配を行うことを通じ、格差の固定化を防止し、機会の平等を図る役割
・ 納税者の勤労意欲等に中立的

・ 世代や就労の状況にかかわらず国民が幅広く負担を分かち合うことが可能
・ 税収が景気の動向に比較的左右されにくく安定的
・ 貯蓄や設備投資等の意思決定に中立的で、企業活動に与える影響も相対的に小さい
・ 最終消費地で課税を行うとの国際的に共通したルールの下、内外の税率差による国際
競争力への影響を遮断することが可能

25.3 兆円

20.7 兆円

26.7 兆円

3.8兆円

(令和8年度予算 )
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社会保障関係費と国債費と地方交
付税交付金等で歳出全体の約4分の3を占めています。

4

令和8年度一般会計歳出・歳入の構成
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　国の一般会計歳出では、社会保障関係費や国債費（国債の元利払いに
充てられる費用）が増加している一方、その他の政策的な経費の割合が
縮小しています。近年の予算では、

　令和8年度一般会計歳入のうち、税収は83.7兆円を見込んでいま
す。本来、その年の歳出はその年の税収やその他収入で賄うべきです
が、令和8年度予算では歳出全体の約4分の3しか賄えておらず、残り
は公債金すなわち借金に依存している状況です。

財政の状況

一般会計
歳出総額

国債費
24.9%

（過去の借金の返済と利息）

（31.3兆円）

社会保障
31.1%
（39.1兆円）

所得税
20.2%
（25.3兆円）

法人税
16.5%
（20.7兆円）

公債金（借金）
26.1%
（32.7兆円）

消費税
21.3%
（26.7兆円）

その他
10.4%

（13.1兆円）

防衛
7.2%

（9.0兆円）

公共事業
4.9%

（6.1兆円）

その他税収
8.8%

（11.0兆円）

その他収入
7.2%

（9.0兆円）

文教及び科学振興
4.8%

（6.0兆円）

地方交付税
交付金等
16.6%
（20.9兆円）

（125.4兆円）

一般会計
歳入総額
（125.4兆円）

（注）補正後予算ベース



国債 子や孫の世代へ
負担を先送りしています

財源調達機能

財政の状況

　一般会計歳出と一般会計税収との差は大きく開き、その差の多くは借
金である の発行によって賄われている状況にあり、

。また、近年、新型コロナや物価高騰等に対し
て、これまでにない規模の補正予算により対応してきたことから、歳出
が拡大しました。現在の税制は高齢化等の影響により拡大する歳出を
賄うことができておらず、 を十分に果たせていません。
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2026
(R8)

32.7

40.3

80.7
83.7

(2025年度)
133.5

(2026年度)
125.4

公債発行額

一般会計税収

バブル経済崩壊

新型コロナウイルス感染症

リーマン・ショック
一般会計歳出（当初予算）

一般会計歳出

（注）2024年度までは決算、2025年度、2026年度は補正後予算による。
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税 率
195万円
330万円
695万円
900万円

1,800万円
4,000万円
4,000万円

（令和8年分）
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5%
10％
20％
23%
33%
40%
45%

人的控除等
最高104万円
最高38万円

38万円
など

基礎控除
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扶養控除
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850万円
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30％ +
20%
10%

74万円
8万円
44万円
110万円
195万円

+
+

給与所得控除

　このように、所得税は、所得の大きさに応じた負担を求めることが
でき、また、家族構成などの事情に応じたきめ細かな配慮を行うこと
ができるものとなっています。

給与所得者の所得税額計算のフローチャートイメージ

　所得税は、給料や商売の利益、あるいは土地を売って得た利益などに
対して課される税金です。例えば、会社員の給与の場合、
①給与収入（年間収入）から給与所得控除を差し引いて を
算出した上で、

②

③

税金を納める人の税負担能力に配慮するため、所得金額から
などの所得控除額を差し引き、

その残額に対して （所得が高い部分ほど適用される税
率が高くなる仕組み）を適用して税額を計算します。
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「所得税」を知ろう３.
所得税について1
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控除、配偶者控除
超過累進税率

所得金額

基礎

9

　諸外国と比較すると、
となっています。支出面については、社会保障以外の支出規模

は国際的に低い水準ですが、 と
なっています。
　高齢化等に伴う社会保障の給付の増加と国民の負担の関係につい
て、引き続き、国民全体で議論していく必要があります。

給付と負担のバランス5
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給付と負担のバランス

（注）　オーストラリアについては推計による暫定値。それ以外の国は実績値。

社会保障支出 社会保障以外の支出 租税収入

日本の税収の規模は対GDP比で国際的に低
い水準

社会保障支出の規模は中程度の水準

1 デンマーク
2 アイスランド
3 スウェーデン
4 ノルウェー
5 フィンランド
6 オーストラリア
7 フランス
8 イタリア
9 ベルギー
10 ルクセンブルク
11 英国
12 ギリシャ
13 オーストリア
14 オランダ
15 ハンガリー
16 ポルトガル
17 イスラエル
18 スペイン
19 ドイツ
20 ラトビア
21 リトアニア
22 ポーランド
23 エストニア
24 スロベニア
25 スイス
26 スロバキア
27 日本
28 米国
29 韓国
30 チェコ
31 アイルランド

1 ハンガリー
2 アイスランド
3 イタリア
4 ギリシャ
5 ベルギー
6 フランス
7 ラトビア
8 ポーランド
9 スロバキア
10 スウェーデン
11 イスラエル
12 エストニア
13 フィンランド
14 英国
15 スロベニア
16 オーストリア
17 オーストラリア
18 チェコ
19 ルクセンブルク
20 ノルウェー
21 米国
22 ドイツ
23 韓国
24 スペイン
25 オランダ
26 デンマーク
27 ポルトガル
28 リトアニア
29 スイス
30 日本
31 アイルランド

1 フィンランド
2 フランス
3 オーストリア
4 デンマーク
5 ベルギー
6 イタリア
7 ドイツ
8 スウェーデン
9 ノルウェー
10 スペイン
11 ルクセンブルク
12 ギリシャ
13 スロベニア
14 スロバキア
15 英国
16 オランダ
17 日本
18 ポルトガル
19 ポーランド
20 チェコ
21 エストニア
22 リトアニア
23 アイスランド
24 ラトビア
25 オーストラリア
26 米国
27 イスラエル
28 ハンガリー
29 スイス
30 韓国
31 アイルランド

44.2
32.8
32.8
32.4
30.3
29.8
29.4
29.2
28.8
28.7
27.9
27.8
27.7
27.0
25.1
25.0
24.8
23.8
23.0
22.2
21.9
21.7
21.7
20.8
20.3
20.2
19.7
19.5
19.0
18.1
18.0

33.0
26.1
26.0
25.3
25.1
24.8
24.7
24.3
24.1
23.7
23.5
23.1
22.5
22.4
22.1
22.0
21.9
21.4
21.4
21.3
21.1
21.0
21.0
20.4
20.3
19.4
18.9
18.1
17.9
15.6
9.2

33.3
32.1
30.2
28.0
27.7
27.4
27.0
26.3
25.5
25.1
25.0
24.4
24.3
24.1
23.8
23.6
23.1
23.1
22.6
22.3
20.0
19.3
18.8
18.7
18.2
17.9
16.5
16.3
15.3
14.6
12.9

（2023・対GDP比） （2023・対GDP比） （2023・対GDP比）


